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障がい者活躍推進計画 

 

 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき，障がい者活躍推進計画(第１期)

を次のように定める。 

 

                          令和２年４月１日  

  函 館 市 長 

 

 

 １ 計画作成の背景および趣旨  

  平成３０年に，国および地方公共団体（以下「公務部門」という。）の多く

の機関において，障がい者雇用率制度の対象障がい者の不適切な計上があり，

法定雇用率を達成していない状況であったことが明らかとなった。 

  このような事態は民間の事業主に対し率先して障がい者を雇用すべき立場に

ある公務部門においてあってはならないことであるとの反省から，政府におい

て同年１０月に「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」を決定し，

再発防止や公務部門における障がい者の活躍の場の拡大に向けた取組を進める

中，障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律

第36号。以下「改正法」という）が令和元年６月１４日に公布された。 

  本計画は，改正法による改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和

３５年法律第１２３号）第７条の３の規定に基づく「障害者活躍推進計画」で

あり，同法第７条の２の規定に基づく「障害者活躍推進計画作成指針」（以下

「作成指針」という。）および厚生労働省による「障害者活躍推進計画の作成

手引き」（以下「手引き」という。）の内容ならびに本市職員の雇用管理等の

実情を踏まえ，障がい者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取

組を総合的かつ効果的に実施することができるよう定めるものである。 

 

 

 ２ 計画期間  

  令和２年度から令和６年度までの５年間を第１期の計画期間とする。 

 

 

 ３ 対象職員  

  本計画は市長が任命する全ての職員を対象とする。 
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 ４ 計画の推進体制等  

 (1) 函館市障がい者雇用推進委員会の設置 

   本市の各機関における雇用管理等の実情を踏まえ，各任命権者が共通認識

の下，法定雇用率の早期達成や働きやすい職場環境の整備に向けた取組みを

積極的かつ効果的に進めていくための体制整備として，各機関の障害者雇用

推進者（総務部人事課長等），関係課長等を構成員とする「函館市障がい者

雇用推進委員会」を設置し，各機関の計画作成に当たっての情報共有や，計

画作成後の実施状況等について，一元的に把握・進捗管理できる体制・仕組

みを構築する。 

 

 (2) 計画の周知および公表 

   本計画の内容を全職員に対し周知するとともに，市のホームページへの掲

載により公表する。 

 

 (3) 実施状況の点検および公表 

   本計画の実施状況について毎年点検を行い，目標の達成状況等を公表する。 

 

 

 ５ 障がい者雇用に関する課題  

  本市においては，法定雇用障がい者数が１人以上である４機関（市長，教育

委員会，企業局および病院局）が，平成１８年度に法第４２条の特例認定を受

け，一体的に障がい者の雇用促進に取り組んできているが，近年の障がい者雇

用率については，一部機関において法定雇用率を下回る状態が続いており，４

機関全体でも平成３０年度以降２年連続で法定雇用率を達成できていない状況

にある。 

  この間も，障がい者を対象とした非常勤職員の採用枠の新設・拡充や正規職

員の採用試験における年齢要件の緩和など，障がい者の雇用促進に取り組んで

きたところではあるが，今後においても，法定雇用率の早期達成に向けて積極

的な採用活動を行っていく必要がある。 

  また，採用した障がい者である職員ができるだけ長く継続して活躍できるよ

う，障がいの状態に応じた配置先の検討や，障がいの特性に合わせた業務の割

り当て，相談体制の整備など，働きやすい職場環境の整備に取り組む必要があ

る。 
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 ■障がい者雇用率の推移（各年度６月１日現在） 

区  分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

法定雇用率 ２．３％ ２．５％ 

実雇用率 ２．３９％ ２．１８％ ２．３５％ ２．４３％ ２．２９％ 

 市長 ２．５２％ ２．３９％ ３．１０％ ２．７２％ ２．７１％ 

教育委員会 ３．４０％ ３．１４％ ２．４５％ ３．３６％ ３．７８％ 

企業局 １．２３％ ０．８８％ ０．８６％ １．７４％ ２．１６％ 

病院局 １．９３％ １．５２％ １．３３％ １．３３％ １．５７％ 

※ 網掛けは，法定雇用率未達成 

 

 

 ６ 目標  

 (1) 採用に関する目標 

実雇用率 
毎年６月１日時点の実雇用率を当該６月１日時点の法定雇用率

以上とする。 

評価方法 毎年の任免状況通報により把握・進捗管理 

 

 (2) 定着に関する目標 

定着率 障がいのある職員の採用後１年定着率を１００％とする。 

評価方法 
毎年の任免状況通報の際に，前年度採用者の定着状況を把握・

進捗管理 

 

 (3) 満足度，ワークエンゲージメントに関する目標 

満足度等 
満足度およびワークエンゲージメントについて，初年度の基準

を上回る。（初年度は実態に関するデータを収集する。） 

評価方法 
毎年６月１日時点で在籍している障がいのある職員に対し，ア

ンケート調査を実施し，把握・進捗管理 
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 ７ 取組内容  

 (1) 障がい者の活躍を推進する体制整備 

  ① 組織面 

   ア 障害者雇用推進者として総務部人事課長を選任する。（令和元年１１

月２８日に選任済） 

   イ 障害者職業生活相談員として総務部人事課主査を選任する。（令和元

年１１月２８日に選任済） 

   ウ 令和２年７月までに，組織内の人的サポート体制（障害者雇用推進者，

障害者職業生活相談員，障害者相談支援員）を整備する。 

   エ 本市の各機関の障害者雇用推進者，関係課長等を構成員とする「函館

市障がい者雇用推進委員会」（令和２年３月に設置済）を少なくとも年

１回開催し，障がい者活躍推進計画の実施状況の点検・見直し等を議題

として扱う。 

 

  ② 人材面 

   ア 障害者職業生活相談員に選任された職員に北海道労働局が開催する障

害者職業生活相談員資格認定講習を受講させる。 

   イ 障がいのある職員が配属されている部署の職員を中心に，年１回以上，

北海道労働局が開催する「精神・発達障害しごとサポーター養成講座」

の受講案内を行い，参加を募る。 

 

 (2) 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

  ア 毎年度の会計年度任用職員の採用試験の実施に当たり，障がい者の採用

枠として振替可能な職務の洗い出しを行う。 

  イ 所属長による面談等を通じ，当該職員の障がいの特性や状態のほか，意

欲・能力等を踏まえた業務の適切な割り当てができているか点検を行い，

必要に応じて見直し等の検討を行う。 

 

 (3) 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

  ① 職務環境 

   ア 所属長による定期的な面談として期首・期末の面談を設定する。 

   イ 新規採用職員へのフォローアップ面談や期首・期末の面談等を通じ，

障がいのある職員が職務の遂行に当たりその能力を有効に発揮するた

めに必要な配慮等を把握し，継続的に必要な措置を講じる。 
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   ウ 障がいのある職員の要望を踏まえ，就労支援機器の購入等の環境整備

を検討する。 

   エ なお，措置を講じるに当たっては，職員からの要望を踏まえつつも，

過重な負担にならない範囲で適切に実施する。 

 

  ② 募集・採用 

   ア 採用試験の実施に当たり，受験申込者からの要望を踏まえ，手話通訳

者の配置など受験上の特別な配慮を行う。 

   イ 募集・採用に当たっては，次のような取扱いを行わない。 

・ 特定の障がいを排除し，または特定の障がいに限定する。 

・ 自力で通勤できることといった条件を設定する。 

・ 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

・ 特定の就労支援機関からのみ受入れを実施する。 

 

  ③ 働き方 

   ア 障がい者が長く継続して活躍できる働きやすい職場環境の整備を図る

ため，障がいのある職員が，自身の障がいの状態や仕事と家庭生活のバ

ランスについての希望等に応じ，柔軟に勤務時間を選択できる制度の導

入について検討する。 

   イ 時間単位の年次休暇や，病気療養休暇などの各種休暇の利用を促進す

る。 

 

  ④ キャリア形成 

   ア 障がいのある職員の職務に対する意欲や能力に応じたステップアップ

の機会として，障がい者である会計年度任用職員に対し，常勤職員の採

用に係る試験案内の配付や受験の勧奨等を行う。 

   イ 本人の希望等に応じた選択研修など，会計年度任用職員を対象とした

研修の充実を図る。 

 

  ⑤ その他の人事管理 

   ア 所属長による定期的な面談に加え，必要に応じて随時面談を実施し，

状況把握・体調配慮を行う。 

   イ 中途障がい者（在職中に疾病・事故等により障がい者となった職員を

いう。）について，円滑な職場復帰のために必要な職場選定，職場環境

の整備等や通院への配慮，働き方，キャリア形成等の取組を行う。 
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 (4) その他 

   国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に

基づく障害者就労施設等への発注等を通じて，障がい者の活躍の場の拡大を

推進する。 


